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【表紙】  
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 
 

 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

 









― 6 ― 昭和27年６月１日

 朝日信蔵

 三菱信託銀行株式会社は、Mitsubishi Trust International Limited(三菱トラ
ストインターナショナル株式会社)(連結子会社)を資本金１千万英ポンド(100％
出資)にて設立。 昭 和 6 1 �

 三菱�
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９．ＵＦＪプラザ21株式会社は、平成19年１月１日付で、ダイヤモンドプライベートオフィス株式会社と合
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＜経営ビジョン＞ 

信託業務の新たな発展に貢献し、 

信託銀行として最高のサービスを提供する。 

 

当社グループを含むＭＵＦＧグループでは、グローバルな競争を勝ち抜く「世界屈指の総合金融

グループ」として、お客さまに最高水準の商品・サービスをご提供していきたいと考えております。 

また、当社および当社グループ各社は、お客さまや社会から強く支持される総合金融グループを

目指すＭＵＦＧグループの中核として、専門性を一層発揮し、より質の高い、競争力のある商品や

サービスの開発ならびに新たな市場やチャネルの開拓によるお客さまへの商品提供機会の拡大に注

力していく所存であります。 

 



― 15 ― 

(当連�

�9 i�� りﾂﾜした。なお、増減額につきましては、�
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② 海外 

 

平均残高 利息 利回り 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) (％) 

前連結会計年度 2,106,889 76,107 3.61
資金運用勘定 

当連結会計年度 1,739,547 77,637 4.46

前連結会計年度 301,052 11,783 3.91
うち貸出金 

当連結会計年度 302,978 14,040 4.63

前連結会計年度 919,324 37,135 4.03
うち有価証券 

当連結会計年度 880,378 40,577 4.60

前連結会計年度 ― ― ―うちコールローン 
及び買入手形 当連結会計年度 ― ― ―

前連結会計年度 ― ― ―
うち買現先勘定 

当連結会計年度 ― ― ―

前連結会計年度 513,520 12,654 2.46うち債券貸借取引 
支払保証金 当連結会計年度 187,625 5,554 2.96

前連結会計年度 371,096 12,513 3.37
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③ 合計 

 

平均残高(百万円) 利息(百万円) 

種類 期別 
小計 

相殺消去額
(△) 

合計 小計 
相殺消去額 
(△) 

合計 

利回り 
(％) 
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(4) 国内・海外別特定取引の状況 

前連結会計年度につきましては、平成17年９月30

前連結会計年度 363 2,153 ― 2,516

うち特定金融派生 
商品収益 

当連結会計年度 15,970 11 ― 15,982

前連結会計年度 171 ― ― 171うちその他の 
特定取引収益 

当連結会計年度 765 ― ― 765

前連結会計年度 5,346 212 ― 5,558
特定取引費用 特定取引費用 

前連結会計年度 ― ― ― ―うち商品 
有価証券費用 

当連結会計年度 ― ― ― ―
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② 特定取引資産・負債の内訳(末残) 

特定取引資産は、国内ではその他の特定取引資産を中心に2,344億円となりました。また、海外

では特定金融派生商品を中心に35億円となり、合計では2,379億円となりました。一方、特定取引

負債は、特定金融派生商品を中心に333億円となりました。 

 

国内 海外 相殺消去額(△) 合計 
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投資信託外国投資 9,348,327 7.50 12,064,834 8.89

金銭債権 11,806,488 9.47 13,002,842 9.58

動産不動産 6,363,329 5.10 ― ―

有形固定資産 ― ― 7,810,422 5.76

地上権 17,805 0.01 ― ―

土地の賃借権 52,094 0.04 ― ―

無形固定資産 ― ― 91,057 0.07

その他債権 3,359,635 2.69 3,455,868 2.55

コールローン 3,993,863 3.20 3,373,239 2.49

銀行勘定貸 2,429,068 1.95 1,542,448 6�49

合計 124,710,329 100.00 135,664,574 100.00
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② 貸出金残高の状況(業種別貸出状況) 

 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 業種別 

貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

製造業 2,134 0.61 2,013 0.63

建設業 39 0.01 5 0.00

電気・ガス・熱供給・水道業 4,048 1.16 2,507 0.79

情報通信業 64 0.02 20 0.01

運輸業 10,455 2.99 8,229 2.58

卸売・小売業 69 0.02 21 0.01

金融・保険業 24,367 6.96 11,458 3.59

不動産業 20,948 5.99 19,152 6.01

地方債 1,773,905 2.74 1,954,208 2.76
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④ 元本補てん契約のある信託の運用／受入状況 

 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

科目 
金銭信託 
(百万円) 

貸付信託 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

金銭信託 
(百万円) 

貸付信託 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

貸出金 189,409 ― 189,409 170,826 ― 170,826

その他 1,204,668 716,654 1,921,322 1,039,372 382,305 1,421,678

資産計 2,023,746 716,654 2,740,401 1,678,019 382,305 2,060,325

元本 1,809,978 709,102 2,519,081 1,594,472 378,556 1,973,028

債権償却準備金 617 ― 617 514 ― 514

特別留保金 ― 5,806 5,806 ― 2,374 2,374
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(6) 銀行業務の状況 

① 国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 
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③ 国内・海外別有価証券の状況 

○ 有価証券残高(末残) 

 

国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

国債 
当連結会計年度 2,975,053 ― ― 2,975,053

O連結会計年度 ― ― !00,343

地方債 
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(単体情報) 

(参考) 

当社の単体情報のうち、参考として以下の情報を掲げております。 

なお、前事業年度につきましては、平成17年９月30日までが三菱信託銀行株式会社、平成17年10月１

日以降は三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社からなる計数を記載しております。 
 

１．損益状況(単体) 
(1) 損益の概要 

 

 
前事業年度 
(百万円)(A) 

当事業年度 
(百万円)(B) 

増減(百万円) 
(B)-(A) 





‘Ý•t•M‘õ 

•½Žc 868,538 523,495 •¢345,042 

––Žc 
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(2) 銀行勘定 

① 預金・貸出金の残高 
 

  
前事業年度 
(百万円)(A) 

当事業年度 
(百万円)(B) 

増減(百万円) 
(B)－(A) 

末残 11,889,329 11,764,679 △124,650 
預金 
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５．債務の保証(支払承諾)の状況(単体) 
○支払承諾の残高内訳 

 

前事業年度 当事業年度 
種類 

口数(件) 金額(百万円) 口数(件) 金額(百万円) 

手形引受 ― ― ― ―

信用状 1 370 ― ―

保証 293 236,436 155 257,412

計 294 236,807 155 257,412

 

６．内国為替の状況(単体) 
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(自己資本比率の状況) 

(参考) 

自己資本比率は、平成19年３月31日から、銀行法第

自己資没の���の状脅�;
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平成18年３月31日 平成19年３月31日
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③ 日本の大手金融グループの業績は回復してきておりますが、金融機関(銀行、ノンバンク、証
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５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成17年10月１日付で、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループとの間で、「経営

管理契約」、「経営管理契約に関する覚書」および「経営管理手数料に関する覚書」を締結しており

ます。 

 

６ 【研究開発活動】 

該当事項なし。 
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３ 【設備の新設、除却等の計画】 
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(2) 除却 

信託銀行業 
 

会社名 店舗名その他 所在地 設備の内容
減損前帳簿価額 
(百万円) 

除却時期 

当社 大阪ビル 
大阪市 
中央区 

店舗 1,649 平成19年６月 

当社およびエム・ユー・
トラスト総合管理㈱ 

東京ビル 
東京都 
千代田区 

店舗 3,531 平成20年11月 
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② 優先株主に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。 

(4) 株式の併合または分割、募集株式等の割当てを受ける権利等 

① 優先株式について株式の併合または分割は行わない。 

② 優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与え

ない。 

③ 優先株主には、株式無償割当て、または新株予約権の無償割当ては行わない。 

(5) 取得�
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③ 取得と引き換えに交付する普通株式の内容 

当会社普通株式 

一斉取得 

取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかった本優先株式は、同期間の末日の翌日(以下「一斉

取得日」という。)をもって、当会社が取得し、これと引き換えに、１株につき1,000円を一斉取得

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における完全親会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値(気配表示を含む。)に1,000分の0.7を乗じて得られる数値の平均値(終値のない日

数を除く。)で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値の計算は円位未満小数第

２位まで算出し、その小数第２位を四捨�
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成19年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 
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５ 【役員の状況】 
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株)







平成15年６月 当社執行役員営業第２部長 

平成16年３月 当社執行役員人事部長 

平成17年10月 三菱UFJ信託銀行株式会社執行役
俵｡
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株)

昭和47年４月 三菱信託銀行株式会社入社 

平成12年６月 当社取締役証券管理サービス部長 

平

成

1

7

年

1

0

月

三

菱

U

F

J

信

託

銀

行

株

式

会

社

常

務

執

行

役

員

 

平成17年10月 三菱UFJ信託銀行株式会社監査役 

(現職) 

平成19年４月 三菱地所株式会社取締役相談役 

監査役 ― 福 澤   武 昭和７年９月４日

平成19年６月 同社相談役(現職) 

(注６) ― 

昭和59年４月 弁護士登録 
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(3) 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、会社法第362条第４項第６号および同条第５項に基づき、会社の業務の適正を確保するた

めの体制(内部統制システム)の整備について、次のとおり決議しております。 

 

① 法令等遵守体制 

イ．役職員の職務の執行が、法令および定款に適合することを確保するため、株式会社三菱ＵＦ

Ｊフィナンシャル・グループが制定するグループ経営理念、倫理綱領および行動規範を採択

するとともに、信託業務の倫理綱領を制定する。 

ロ．各種規則およびコンプライアンスマニュアルの制定および周知を通じて、役職員が法令等を

遵守するための体制を整備する。 

ハ．コンプライアンスを担当する役員、統括部署および委員会を設置する。 

ニ．コンプライアンス・プログラム(役職員を対象とする教育等、役職員が法令等を遵守すること

を確保するための具体的計画)を策定し、その進捗状況のフォローアップを実施する。 

ホ．コンプライアンス・ヘルプライン(広く社員等から不正行為に関する通報を社外を含む窓口で

受け付ける内部通報制度)を設置するとともに、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プがグループ・コンプライアンス・ヘルプライン(広くグループ会社員等から不正行為に関す

る通報を社外を含む窓口で受付ける内部通報制度)を設置する。 

へ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度を貫き、取引

の防止に努める。 

ト．金融機関を通じて取引される資金が各種の犯罪やテロに利用される可能性があることに留意

し、マネー・ローンダリングの防止に努める。 

 

② 顧客保護等管理体制 

イ．お客さまの保護および利便ﾘ,ﾍｯ�)を�占し、
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第５ 【経理の状況】 

１．当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

  
前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成U0

(1註
金額(百万円) 

構成U0
(1註

債券貸借取引支払保証金  402,759 2.06 237,036 1.20
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前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 
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② 【連結損益計算書】 

 

  
前連結会計年度 

(欠ﾇiD�9ﾙ�ﾆ sx(%9�(%�?

  有価証券利息配当金  129,483 158,877

  コールローン利息及び 
  買入手形利息 

 553 629

  買現先利息  0 1

 役務取引等収益  142,158 188,420

 特定取引収益  2,516 19,732

 その他業務収益  51,940 28,276

 その他経常収益 ※１ 39,783 44,665

経常費用  398,224 63.93 468,677 62.47

 資金調達費用 p _c 1

  その他の支払利息  11,376 14,984

 役務取引等費用  9,547 10,904

 特定取引費用  5,558 172

 その他業務費用  40,541 51,319

 営業経費  212,224 251,075

 その他経常費用  26,816 27,179

  貸倒引当金繰入額  ― 6,679









 •Å‹à“™’²•®‘O“–Šú•ƒ—˜‰v  269,105 285,929 

 Œ¸‰¿•ž‹p”ï  36,854 44,300 

 Œ¸‘¹‘¹Ž¸  1,331 5‰¿‰¸‰¿‚�•¢ 5‰¿‰¸‰¿‚2•\•\44,300 

 Ž‘‹à’²’B”ï—p  103,536 128,026 

 —L‰¿•ØŒ”ŠÖŒW‘¹‰v(•¢)  •¢27,861 •¢333 

 ‹à‘K‚Ì•M‘õ‚Ì‰^—p‘¹‰v(•¢)  •¢1,239 438 

 ˆ×‘Ö•·‘¹‰v(•¢)  •¢63,555 •¢46,550 

 “®ŽY•s“®ŽY•ˆ•ª‘¹‰v(•¢)  2,509 •\ 

 ŒÅ’èŽ‘ŽY•ˆ•ª‘¹‰v(•¢)  •\ •¢272 

 “Á’èŽæˆøŽ‘ŽY‚Ì•ƒ‘•(•¢)Œ¸  28,142 76,922 

 “Á’èŽæˆø•‰•Â‚Ì•ƒ‘•Œ¸(•¢)  4,114 •¢22,192 

 ‘Ý•o‹à‚Ì•ƒ‘•(•¢)Œ¸  785,939 491,176 

 —a‹à‚Ì•ƒ‘•Œ¸(•¢)  •¢1,051,249 •¢171,454 

 •÷“n•«—a‹à‚Ì•ƒ‘•Œ¸(•¢)  •¢295,257 602,236 

 ŽØ—p‹à(—òŒã“Á–ñ•tŽØ“ü‹à‚ð•œ‚­)‚Ì•ƒ‘•Œ¸(•¢) •¢12,373 710,575 

 —a‚¯‹à(Œ»‹à“¯“™•¨‚ð•œ‚­)‚Ì•ƒ‘•(•¢)Œ¸  464,623 •¢64,126 

 ƒR•[ƒ‹ƒ••[ƒ““™‚Ì•ƒ‘•(•¢)Œ¸  55,722 •¢95,720 

 •ÂŒ”‘ÝŽØŽæˆøŽx•¥•Û•Ø‹à‚Ì•ƒ‘•(•¢)Œ¸  431,783 194,875 

 ƒR•[ƒ‹ƒ}ƒl•[“™‚Ì•ƒ‘•Œ¸(•¢)  •¢355,950 •¢40,786 

 ƒRƒ}•[ƒVƒƒƒ‹•Eƒy•[ƒp•[‚Ì•ƒ‘•Œ¸(•¢)  •¢145,500 •\ 

 •ÂŒ”‘ÝŽØŽæˆøŽó“ü’S•Û‹à‚Ì•ƒ‘•Œ¸(•¢)  •¢220,529 •¢362,673 

 ŠO•‘ˆ×‘Ö(Ž‘ŽY)‚Ì•ƒ‘•(•¢)Œ¸  7,137 •¢55 

 ŠO•‘ˆ×‘Ö(•‰•Â)‚Ì•ƒ‘•Œ¸(•¢)  155 •¢96 
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――― (企業結合及び事業分離に関する会計基準) 

「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」

(平成15年10月31日 企業会計審議会)、企業会計基準第

７号「事業分離等に関する会計基準」(平成17年12月27

日 企業会計基準委員会)及び企業会計基準適用指針第

10号「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」(平成17年12月27日 企業会計基準委員会)

が平成18年４月１日以後開始する
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表示方法の変更 

 

前連結会計年度 
(自 平�
ﾀ囃�[ﾙ� 9o連結会計年度 

(自 平�
�

9o貸借対�Vﾀ―,誧檐
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前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 
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(リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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(有価証券関係) 

※１．連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、短期社債及び

「買入金銭債権」中の商品投資受益権等を含めて記載しております。 

※２．「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項と

して記載しております。 

 

Ⅰ 前連結会計年度 

１．売買目的有価証券(平成18年３月31日現在) 
 

 
連結貸借対照表計��ｹ��､ヶﾚVxh���冽鞏ﾒ��
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Ⅱ 当連結会計年度 

１．売買目的有価証券(平成19年３月31日現在) 
 

 
連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

当連結会計年度の損益に 
含まれた評価差額(百万円) 

売買目的有価証券 207,924 112 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日現在) 
 

 
連結貸借 
対照表計上額 
(百万円) 

時 価 
(百万円) 

差 額 
(百万円) 

うち益(百万円) うち損(百万円)

その他 5,572 5,627 55 57 2 

(注) １．時価は、連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

３．その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日現在) 
 

 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借 
対照表計上額
(百万円) 

評価差額 
(百万円) 

うち益(百万円) うち損(百万円)

その他 2,023,984 2,050,850 26,865 34,823 7,957 

外国株式 15,274 16,707 1,433 1,721 288 
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４．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
 

 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)



�

( ‹ à ‘ K ‚ Ì • M ‘ õ Š Ö Œ W )  

‡ T  ‘ O ˜ A Œ ‹ ‰ ï Œ v ” N “ x  

‚ P • D ‰ ^ — p – Ú “ I ‚ Ì ‹ à ‘ K ‚ Ì • M ‘ õ ( • ½ • ¬ 1 8 ” N ‚ R Œ Ž 3 1 “ ú Œ » • Ý )  

 

 

˜AŒ‹‘ÝŽØ‘Î•Æ•\Œv•ãŠz 

(•S–œ‰~) 

“–˜AŒ‹‰ïŒv”N“x‚Ì‘¹‰v‚É 

ŠÜ‚Ü‚ê‚½•]‰¿•·Šz(•S–œ‰~) 

‰^—p–Ú“I‚Ì‹à‘K‚Ì•M‘õ 13,001 •\ 

 

 

˜AŒ‹‘ÝŽØ‘Î•Æ•\Œv•ãŠz 

(•S–œ‰~) 

“–˜AŒ‹‰ïŒv”N“x‚Ì‘¹‰v‚É 
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２．取引の時価等に関する事項 

(1) 金利関連取引(平成18年３月31日現在) 

 売 建  ―  ―  ―  ―  

 買 建  ―  ―  ―  ―  

金 利 オ プ シ ョ ン      

 売 建  ―  ―  ―  ―  

 買 建  ―  ―  ―  ―  

キ ャ ッ プ ・ フ ロ ア ー      

 売 建  1 5 3 , 1 2 2  1 0 8 , 5 4 6  △ 6 3 7  △ 2 9 0  

 買 建  1 4 5 , 0 3 1  1 0 4 , 3 8 7  5 8 1  4 5 6  

金 利 ス ワ ッ プ シ ョ ン      

 売 建  2 1 7 , 3 7 9  4 7 , 1 8 7  △ 5 , 2 1 5  △ 3 , 3 6 1  

 買 建  2 1 7 , 0 1 1  4 8 , 2 9 5  4 , 9 4 0  4 , 0 1 5  

    

 売 建  ―  ―  ―  ―  

店 頭  

 買 建  ―  ―  ―  ―  
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(3) 取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引は市場リスク及び信用リスクを内包しております。市場リスク及び信用リスク

の管理は、ヘッジ目的以外の取引とヘッジ目的の取引を区別することなく、以下の方法によって行

っております。 

市場リスクとは取引対象物(金利、為替、債券等)の将来の市場価格変動と、デリバティブ固有の

予想市場変動率(ボラティリティー)等の将来の変動によって損失を生じる可能性であります。金利
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２．取引の時価等に関する事項 

(1) 金利関連取引(平成19年３月31日現在) 
 

区分 種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超のもの
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 
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(退職給付関係) 

会 社 は P ¢ 麹 ㏄ ﾝ 立 | ^ ｵ 血 﨎 ｶ 年 金 基 金 柏 ｧ 慣 �  '

金額(百万円) 金額(百万円) 

退職給付債務 (Ａ) △428,149   △393,712

年金資産 (Ｂ) 639,132   694,479

未積立退職給付債務 (Ｃ)＝(Ａ)＋(Ｂ) 210,983   300,767

退職給付引当金 (Ｆ)－(Ｇ) △10,431   △1,934
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
 

 
日本 
(百万円) 

米国 
(百万円)

中南米 
(百万円)

欧州 
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

計 
(百万円) 

消去E
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 
 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

短期社債 

平成19年 
３月15日～ 
平成19年 
３月28日 

10,200
81,900
[81,900]

0.64～ 
0.68 

なし 

平成19年 
５月～ 
平成19年 
７月 

ユーロ円建社債 
(劣後特約付) 

平成13年 
１月10日～ 
平成18年 
６月16日 

191,700 144,700
0.75～ 
2.45 

なし 

平成24年 
５月～ 
平成28年 
７月 

当   社 

ユーロ円建 
永久社債 
(劣後特約付) 

平成14年 
６月24日～ 
平成17年 
７月28日 

107,700 95,200
1.15～ 
2.33 

なし 永久 

連結子会社 
社債 
(劣後特約付) 

平成９年 
５月15日～ 
平成12年 
９月28日 

18,508 Ч侯�
Cayman 
Limited 

連結子会社社債 
(劣後特約付) 

平成９年 
９月25日 
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【借入金等明細表】 
 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率(％) 返済期限 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 

  
前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

 預け金  744,279 809,398

コールローン  25,293 0.14 177,100 0.92

 商品有価証券  10,243 4,856

 商品有価証券派生商品  27 0

 特定金融派生商品  45,904 30,064

 その他の特定取引資産  258,314 202,385

金銭の信託  13,001 0.07 9,559 0.05

有価証券 
※1, 
2,8 

5,79 30.s� 6"ﾃ36"ﾂﾃw 35.uS

 国債�

 地方債� ビﾃ3'p

 社債� 3SB,gu0

 割引手形 ※2 8,259 5,445
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前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)
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前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)  
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前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)





― 164 ― 

② 【損益計算書】 
 

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)
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③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

(利益処分計算書) 

 

  
前事業年度 

(株主総会承認日 平成18年６月28日) 
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 評価・換算差額等 

 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 
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前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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会計方針の変更 

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
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表示方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 
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前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

※10．土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日法

律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金
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(株主資本等変動計算書関係) 
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④ 【附属明細表】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額又
は償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産   

 建物 ― ― ―'�―69W664�5
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(3) 【その他】 

  (信託財産残高表) 
 

資産 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項なし。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

平成18年６月28日

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

監査法人 トーマツ  

 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  野  行  雄  ࢴ 
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